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資料４：地区復興まちづくり便り

資料５：計画策定の様子（検討会立ち上げ型）

資料６：宮古市東日本大震災地区復興まちづくり計画

本日の内容
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１ 宮古市の概要と被害の状況

岩手県

東京

宮古
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【宮古市の被害状況】

○地震・津波の状況

・震 度 ： 震度５強

・最大波 ： 高さ８．５ｍ以上

・遡上高 ： 最高４０．５ｍ

○津波浸水域

・約１０平方キロメートル

（建物用地・幹線交通用地のうち２１％）

○人的被害及び住宅棟被害

・死者５１７人（男性２５１人、女性２６６人）

・建物全壊・半壊・損壊計 ９，０８８棟

・避難者数（最大時） ８５箇所 ８，８８９人



摂待地区 漁集

崎山地区 防集

鍬ヶ崎地区 区画
中心市街地 拠点

高浜・金浜地区 防集

法の脇地区 防集
津軽石地区 拠点

小堀内地区 漁集

追切・浦の沢地区 漁集

音部地区 漁集

重茂里地区 漁集

千鶏地区 漁集

石浜地区 漁集

赤前地区 防集

防災集団移転促進事業 ５事業
漁業集落防災機能強化事業 ７事業
土地区画整理事業 ２事業
津波復興拠点整備事業 ２事業

田老地区 防集
田老地区 区画
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２ 宮古市の復興事業



宮古市
復興計画
[基本計画]

○市民生活の安定と再建を図ります。
○安全で快適な生活環境の実現を図ります。

復興に向けた基本的な考え方

復興に向けた3つの柱

宮古市
震災復興
基本方針

H23.6

H23.11.10

H23.3.11

○住まいと暮らしの再建
○産業・経済復興
○安全な地域づくり

3ヶ月後

7ヶ月後
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◆宮古市震災復興に係る市民懇談会開催
（6/23～7/4、14会場、参加者数1,516人)
【周知方法】広報誌、防災無線

◆復興に向けた計画づくりに関するアンケート調査
（7/8～7/26、6,644世帯を対象。回答率（48.2%）
【送付方法】郵便※、仮設住宅投込み【資料１参照】

３ 合意形成の取り組み（計画段階）

被災者の多くが、仮設住宅等への郵便物の転送届手
続きがされており、郵便送付が可能であった。

被災

アンケート調査結果を復興計画に反映



復
興
ま
ち
づ
く
り
便
り

H23.10～

復興まちづくり案の検討7ヶ月後
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◆第1回地区復興まちづくりの会
（9/6～10/8、市内23会場、 参加者数1,239人）
【資料2参照】

・地区ごとの状況にあった検討を行うため、沿岸部の被災地区３３地区を、被災戸数の規
模に応じて２つに分類。（全体協議型、検討会立ち上げ型）
・検討会立ち上げ型においては、開催の都度、検討状況を復興まちづくり便りにて全市配
布→意見募集→意見を次回の検討会に反映＝全市民参加型 【資料5参照】

被災戸数100戸未満
想定される復興パターンが一つ

全体協議型（23地区）

第1回意向調査（面談）
（10/12～11/15）

被災33地区

被災戸数100戸以上
想定される復興パターンが複数

検討会立ち上げ型（10地区）【資料3参照】

第1回（10/25～1/13）

第2回（11/24～12/9）

第3回（12/20～1/13）

計画内覧会（1/14～1/24）
市内13会場、参加者数667人）

意見交換会（12/12～1/11）
被災者の意確認を基に、まちづくり
の案を示しながら、意見交換を実施

10ヶ月後 復興まちづくり計画（素案）

意向調査※（面談等）（10～1月）

地
区
復
興
ま
ち
づ
く
り
検
討
会

３ 合意形成の取り組み（計画段階）

※面整備が想定される地区のみ
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全体協議型（23地区）

第2回意向調査（2/2～3/17）

検討会立ち上げ型（10地区）

第4回（1/30～2/9）

第2回地区復興まちづくりの会
（2/16～2/23、市内12会場、
参加者数863人、10地区のうち
6地区が市長へ提言）
【資料5参照】

10地区のうち4地区の市長提言
（2/28）

第2回地区復興まちづくりの会
（3/19～3/23、市内5会場、参加
者数91人）

地
区
復
興
ま
ち
づ
く
り
検
討
会

11ヶ月後
（田老地区は延べ7回開催）

12ヶ月後

宮古市復興計画[推進計画]

H24.3.30

復
興
ま
ち
づ
く
り
便
り

復興まちづくり計画（案）

復興まちづくり計画

宮古市地区復興まちづくり計画（ 被災３３地区の行政計画）

事業開始

３ 合意形成の取り組み（計画段階）



４ 意向変化に対応した計画の見直し（実施段階）

計画 46 戸
申し込み 46 戸
空き 0 戸

計画 56 戸
申し込み 56 戸
空き 0 戸

計画 56 戸
申し込み 42 戸
空き 14 戸

計画 46 戸
うち暫定整備 （　　　4 戸）
申し込み 39 戸
空き 7 戸

整備済 46 戸
うち暫定整備 （　　　4 戸）
申し込み 40 戸
空き 6 戸

整備済 46 戸
うち暫定整備 （　　　4 戸）
申し込み 41 戸
空き 5 戸

了解 95.4%

未了解 4.1%

未供覧 0.5%

了解 99.0%

未了解 0.5%

未供覧 0.5%

了解 69.3%

未了解 23.4%

未供覧 7.3%

了解 88.2%

未了解 11.6%

未供覧 0.2%

了解 94.8%

未了解 5.0%

未供覧 0.2%

換
地
設
計

計画 161 戸
申し込み 159 戸
空き 2 戸

整備済 159 戸
申し込み 155 戸
空き 4 戸

整備済 159 戸
申し込み 151 戸
空き 8 戸

整備済 159 戸
申し込み 153 戸
空き 6 戸

整備済 159 戸
申し込み 154 戸
一般申し込み 4 戸
空き 1 戸

当地区の実績なし
市全体では５戸処分

東日本大震災

移転先団地の仮申し込み
→ 実施設計作成

実施設計成果の説明会
→ 移転意向の変化

復興まちづくり計画策定：行政案復興まちづくり計画策定：住民案まちづくり検討会

復興まちづくり計画（行政案）の説明会
まちづくりの方向性、住民案との相違点

実施設計の修正
→ 工事発注

工
事
の
施
工

工事の節目に移転意向
の再確認

移転辞退
→ 再募集と計画変更

工事の節目に移転意向
の再確認

移転辞退
→ 再募集と計画変更
（暫定整備など）

工事完了

土地の契約手続き
空き区画の再募集

先
行
買
収
の
実
施

土地利用の意向調査

工
事
の
施
工

換
地
設
計

仮換地（案）の説明

換
地
設
計

土地利用意向の確認
連絡先開示の確認
→ 換地調整
売買の仲介

仮換地（案）の変更

仮換地（案）の再説明

土地利用意向の確認
連絡先開示の確認
→ 換地調整
売買の仲介

仮換地（案）の変更換
地
設
計

基本設計成果の説明会

事業計画の説明会

先
行
買
収
の
実
施

土地利用の意向調査

権利者の確定、
土地利用意向の確認
→ 事業計画変更の作成

工
事
の
施
工

区
画
整
理

仮換地（案）の説明

換
地
設
計

土地利用意向の確認
連絡先開示の確認
→ 換地調整
売買の仲介

仮換地（案）の変更

仮換地（案）の再説明

土地利用意向の確認
連絡先開示の確認
→ 換地調整
売買の仲介

仮換地（案）の変更

換
地
設
計

事業計画の説明会

移転先団地の予備
申込み

→ 1次造成の設計

移転先団地の本申込み
→ 2次造成の設計

高
台
1
次
造
成

高
台
2
次
造
成 抽選会

土地の引き渡し開始

換地処分

空き区画の再募集

やむを得ず生じた空き区画の財産処分
（被災者を対象とする一般公募）

空き区画の再募集

やむを得ず生じた空き区画の
財産処分

（被災者を対象とする一般公募）

区分 総面積

買取 33,901.09ｍ2

辞退 4,641.9ｍ2

買取無（対象外） 5,907.08ｍ2

　合計 44,450.07ｍ2

専用住宅

43%

アパート

1%

店舗併用住宅

12%

工場併用住宅

1%

店舗・事務所

15%

駐車場

8%
倉庫

5%

工場

2%

その他（田畑）

2%

未回答

11%

将来の土地利用意向

個別意向調査
（再建方法、再建先、
土地売却希望の確認）
→ 事業計画作成

個別意向調査
（再建方法、再建先、土地
売却希望の確認）

→ 事業計画作成

個別意向調査
（再建方法、再建先、
土地売却希望の確認）
→ 事業計画作成

事業の説明会

事業の説明会

事業の説明会

将来の土地利用意向

土地の契約手続き

空き区画の再募集
崎山、金浜、高浜、法の脇、
赤前地区の事業統合

（地区を超えた移転が可能）

防災集団移転促進事業を実
施する地区

（赤前地区の例） 区画整理事業を実施する地区
（鍬ヶ崎地区の例）

防集事業と区画整理事業を
実施する地区
（田老地区の例）

造成工事の
現場見学会

宅地の見学会
（見学会用に3
区画宅地整備）

権利者の確定、土地利用意向の
確認→ 事業計画変更の作成

平成23年度

平成24年度

平成22年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度
以降
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アンケート対象者数 751人
回答者 577人
回収率 76.8％
高台持ち家 26％
当初計画時の高台必要戸数
577×26％/76.8％×1.05＝ 209戸



５ 段階的に行った意向確認
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主なアンケートの内容
・住みたい場所（元の場所、地区内の高台、市内、市外）
・住まいの形態（補修、新築、民間賃貸、公営住宅）

①復興計画（基本計画）
アンケートによる再建方法の意向確認
・復興に向け取り組む指針に反映

（１）計画段階

１ 被災者の意向確認

・被災者の再建意向は時間の経過とともに、変化していました。
・被災直後は、再建費用や家庭事情等に捉われず、持ち家志向が強い傾向にありました。
・行政側からの問いかけは、最初は被災者の意向を尊重し計画を進めながら、計画の確度を
高めていく過程では被災者の事情に深く踏み込んだ問いかけをし、再建意向の確認を進め
てまいりました。
・特に移転先団地整備においては、空き区画の発生を最小限にする取り組みを行ってまい
りました。
・仮申し込み時の説明会においては、安易に辞退することがないよう協力を求めるとともに、
申込書にもその旨を明記しました。
・工事段階においても、計画の見直しが可能な節目に意向の再確認を行ってまいりました。
・こうした取り組みを行い、空き区画の発生を最小限に抑制してまいりました。



５ 段階的に行った意向確認
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①各地区の事業計画
面談による再建方法の意向確認
・事業対象区域の決定（二線堤の位置、災害危険区域）
・移転先及び団地規模の決定
（移転候補地を示し、希望の移転先と希望面積（上限100坪）、公営住宅の規模）

面談の内容（前回より被災者の事情に踏み込み意向を確認）
・住みたい場所（元の場所、具体の移転先団地、市内、市外）
提示資料：移転先の候補地、二線堤の位置、災害危険区域の設定
・住まいの形態（補修、新築、民間賃貸、公営住宅）
提示資料：住宅再建に係る各種助成等事業、災害公営住宅の家賃シュミレーション

（２）事業化段階

面談の内容
・住みたい場所（元の場所、地区内の移転先、市内、市外）
提示資料：津波シュミレーション、移転先の候補地
・住まいの形態（補修、新築、民間賃貸、公営住宅）
提示資料：住宅再建に係る各種助成等事業、災害公営住宅の家賃

②復興計画（地区別の計画）
面談による再建方法の意向確認
・事業手法の決定
（防災集団移転促進事業、漁業集落防災機能強化事業、土地区画整理事業、
災害公営住宅整備事業）

・移転候補地の決定



②一次造成段階（掘削着手）
移転先団地の仮申し込みの辞退、移転希望の再募集
・仮申込者は電話で確認
・再募集は郵送

５ 段階的に行った意向確認
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・申し込み方式としたことで、アンケート方式より信頼性が高い意向把握ができた
・移転先団地及び希望面積（平均８０坪程度で計画）

①用地買収段階
移転先団地の必要戸数、希望宅地面積の把握
・移転先団地の仮申し込み（移転対象者全員）→ 団地規模確定 → 用地買収

（３）事業実施段階

・宅地面積の確定（平均１００坪以内）

③二次造成段階（Ｌ型擁壁の製造）
１回目 ー 移転先団地の仮申し込みの辞退、
・仮申込者に対し、郵送で確認
２回目 ー 辞退者発生に伴い、面積増希望者の把握
・仮申込者に対し、電話で確認

・防災集団移転事業の宅地の平均面積上限１００坪の範囲内で、宅地面積を拡大
し、空き区画の発生を最小限にする取り組み



６ 振り返り
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〇被災者の再建意向は、時間の経過とともに変化していました。
このため、計画から工事段階に渡り、見直しを重ねながら進めてきました。

・意向調査の初期段階は、事業手法や、移転団地の場所決定を重点とし、その後は、
事業の進捗に応じ段階的に確度が高まるよう対応してきました。
明確なスケジュールを示してあげることが大切です。

・再建希望者の中には、現実的に難しいケースがあり、気持ちは汲みつつ現実的な想
定に落とし込む見極めを行い進めてきました。

・被災による精神的な苦痛を受けている被災者に、行政は寄り添う姿勢が大切です。
33地区の説明会すべてに市長が出席したことにより、市民と行政の心の距離が縮まり、
面談の意向調査を円滑に進めることができました。



資料１：（復興に向けた計画づくりに関するアンケート調査）
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資料１：（復興に向けた計画づくりに関するアンケート調査）
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資料１：（復興に向けた計画づくりに関するアンケート調査）
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資料１：（復興に向けた計画づくりに関するアンケート調査）
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49 16

資料２：第１回復興まちづくりの会の資料



資料２：第１回復興まちづくりの会の資料
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資料２：第１回復興まちづくりの会の資料
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資料３：地区復興まちづくり便り
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資料３：地区復興まちづくり便り
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資料３：地区復興まちづくり便り
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資料４：市長への提言書
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資料４：市長への提言書



資料４：市長への提言書
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資料４：市長への提言書
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資料４：市長への提言書
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資料４：市長への提言書
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まちづくりの会 内覧会
内覧会

市長に提言

検討会

まちづくり便り 意見用紙

資料５：計画策定の様子（検討会立ち上げ型）
まちづくりの方針の検討イメージ
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資料６：宮古市東日本大震災地区復興まちづくり計画
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資料６：宮古市東日本大震災地区復興まちづくり計画
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資料６：宮古市東日本大震災地区復興まちづくり計画
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